
１ー１ 高周波数帯における電波監視体制の検討に関する意見
• 無線設備の需要拡大に伴い、干渉源としての通信機器についてどういったものをターゲットにしているのか。（田久主任代理）

→ 特定の通信機器を対象とするのではなく、高周波数帯の電波利用拡大等に伴う監視体制や手法が作業班の検討
スコープとなり、現時点では無線システムを限定せず高周波数帯等への対応ということで幅広く検討いただきたい。

（事務局）
• 高周波数帯や移動監視を効率的に実施するために、パルス的な妨害波を発見できるリアルタイムスペクトラムアナライザを用い

た監視を行った方が良いのではないか。（佐野構成員)

1前回までの主な意見（第1回） 資料監視作３－１

１．電波監視における基本体制（設備・人員）の強化

２－１ 衛星監視に関する意見
• メガコンステレーション衛星の監視に対しては、今後は多数の衛星をどのように補足・監視するかのスケジューリングも重要な

課題となるであろう。電子走査アンテナの効率的な活用を求めたい。（山本構成員）

• JAXAでは広帯域に受信できる人工衛星の打ち上げを計画しており、今後、総務省における監視活動に役立てるよう
本作業班にて紹介したい。（橋本構成員）

２．NTN時代の電波監視の在り方



３－１ 市場に流通する基準に適合しない無線設備が無くならない
• 過去に公表した無線設備と同一の型式等をＥＣサイトで調査したところ、同一の型式の無線設備が別の販売業者で販売されて

いることが確認されており、こうした状況への有効な対策はないか。
→ ECモール運営者は法律上の販売業者ではないが、ガイドラインで協力を求めるべき。ガイドラインの徹底だけでなく、

必要に応じて対象の見直し、義務化も検討すべきである。 (永井構成員・菊間主任)
→ 違法薬物・武器等と同様に、基準に適合しない無線設備も禁制品として注意喚起してもらうこと等も考えられる。

(永井構成員)
→ 販売業者に返品・返金制度の義務化を求めることで、違法機器の使用抑止につながるのではないか。

(金子氏（説明者）)
 

• 微弱無線設備として流通されているもののうち基準に適合しないものは、製造業者等が外国か記載の無いものが多い。
ガイドラインに基づく取組や要請も困難であり、取りうる対策はないか。
→ 外国認証があっても日本の技術基準に適合しない製品が多数存在するので、外国認証と日本基準の違いを周知すべき。

                                                                                                                              (永井構成員)
 

• 無線設備試買テストの結果は販売業者等へ向けた対応にはつながっているが、消費者にはあまり知られていないのではないか。
→ 試買テストの結果は業者向けで、消費者には十分に周知されていない。現在は一般ユーザーが直接購入できる環境が

整っているため、購入経路に対する注意喚起も必要。(田久主任代理)
→ 消費者は電波法への適合性確認の意識は薄く、無線設備と気づかない場合もある。確認手続きの仕組みが必要。

(菊間主任)
→ 技適マークの有無を知らずに購入するケースが多く、違法と知っても使い続ける可能性がある。(金子氏（説明者）)

 
• 重要無線通信妨害の可能性がある無線設備も散見されるところ。現行の販売業者への要請やガイドラインでの対応では不十分

ではないか。
→ リスクに応じた制度設計（濃淡をつけた規制）を検討すべき。(永井構成員)
→ GPS抑止装置等、妨害の可能性がある無線設備も流通している。(事務局)

2前回までの主な意見（第2回）

３．不法無線局や混信の未然防止の取組



３－２ 技術基準適合証明や工事設計認証(技適や認証)を取得した無線設備から、認証外かつ微弱基準を超える電波も
発射可能なものがある

• こうした無線設備は、技適マークがあることで、消費者が安心して購入・使用してしまうおそれがあるのではないか。
→ 技適マークがある無線設備として販売されていても、技適情報に合致しないものがある。消費者が確認するのは困難。

特に、メーカーのホームページやECサイトでは技適の認証番号の記載が不十分なことが多い。技適の認証番号を
明示し、それを総務省のデータベースで照合できる仕組みが必要。(山本構成員)

→ FMトランスミッタと小電力データ通信システムが一体化された製品があり、技適マークが表示されていることで、FMトランス
ミッタも技適や認証を取得した無線設備と誤解される可能性がある。(事務局)

• 例えば、上空で電波を発射するドローンが混信源となる場合は、影響が広範囲に渡ることが危惧されるので、何らかの対策が
必要ではないか。当面の可能な対応として、無線設備試買テストにおいて技適や認証を取得している無線設備を対象とする
ことも適当ではないか。
→ ドローンの無線設備に関して、基準に適合しない無線設備や無線局免許不所持の無線設備の使用を防ぐための方策を

工夫したほうが良いのではないか。（山本構成員）
→ 現状、ドローンに対する電波的な監視は技術的に難しいところもあり、今後の課題として、どのような監視設備・体制を

構築するかを作業班にて検討させていただきたい。（事務局）

3前回までの主な意見（第2回）

３．不法無線局や混信の未然防止の取組

３－3 その他
• 基準に適合しない商品の特定について、過去は画像のみの情報提供で商品特定が困難だったが、現在はキーワードや商品

番号等の情報も提供されるようになり、改善が進んでいる。今後も総務省からの具体的な商品情報の提供が望ましい。
(早坂氏（説明者）)

• ELPマークは製品選びの目安となる指標であり、取得促進とともに、一般消費者への認知向上のための継続的な周知・啓発
活動が必要である。（菊間主任・佐野構成員）



 ECモール運営者から、ガイドラインに基づく取組みや継続的な総務省からの情報提供を望む意見があり、無線設備試買テストを
はじめとする取組みの更なる効果的な推進のため、ECモール運営者との連携を深めるべきではないか。

 一方で、ECモール運営者は電波法第102条の11の「努力義務」の対象ではないが、消費者保護のため、取組みの強化を求める
意見がある。技適認証情報の適切な提供や活用方法、適合性が確認できない場合の一般消費者への販売方法等ガイドラインの
見直しが必要ではないか。(例えば、基準に適合しない無線設備の販売が可能な場合として、実験試験局としての開設を目的とするといった

例示があるが、そのような場合は極めて限定的で一般消費者への例示としては不適当ではないか。)

また、必要に応じて、規制対象や規制の濃淡、努力義務の見直しも検討の視野に入れるべきではないか。

 公表した基準に適合しない無線設備が継続して販売されている現状について、市場モニタリングを強化すべきではないか。(例えば、

販売状況調査を強化して、公表した無線設備のモニタリングと、継続して販売している販売業者に対する周知等が考えられる。)。

 無線設備試買テストの改善方針として、対象とする無線設備の選定にあたっては、⑴市場での販売の動向とともに、⑵既存の監視
業務の結果や電波障害分析課の知見を活用して、⑶混信の発生状況や傾向、リスク等を把握しながら決定し、⑷年度ごとに柔軟
に見直しながら進めるべきではないか。
令和７年度から先行して、混信が発生した場合の影響が広範囲に渡ることが危惧されるドローンや、より多く市場に出回っている
無線設備を対象とした無線設備試買テストを実施すべきではないか。

 無線設備試買テストの結果等、消費者に十分に認知されていないとの意見があるため、今後準備を進める令和８年度の周知
啓発活動に反映すべきではないか。また、スマートフォンでも確認しやすい公表ページの改善が必要ではないか。

３．不法無線局や混信の未然防止の取組

4今後の検討の方向性（案）
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